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認知症の人の自動車運転免許（以下、運転免許）に関して、日本精神神経学会では、

平成 27 年 2 月 3 日に「道路交通法改正試案」に対する意見として武田雅俊理事長（当

時）より警察庁（貴庁）あてに学会見解を発出しています。精神疾患全般に関する見解

は現在も当時のものから何ら変更はありません。一言で言うと、特定の病名ないし診断

に基づいて自動車運転免許の制限を加えることは、それ自体が差別であるという点です。 

精神疾患は多岐にわたります。道路交通法で言及されているものだけでも、精神病、

てんかん、そう鬱病、睡眠障害、認知症等が挙げられます。今回、2024 年 1 月に令和五

年法律第六十五号 共生社会の実現を推進するための認知症基本法（以下、認知症基本

法）が施行されたこととともに、認知症に関する前述の見解からすでに 10 年が経過し

ていることを踏まえて、改めて認知症の運転免許に関して、認知症関連 6学会から合同

の意見書を発出するものであります。 

本意見書の基本的提言は、認知症という診断のみに基づいて、運転不適、あるいは運

転免許の拒否又は取消しとする制度を変更すべきであるという点です。現行の道路交通

法はその運用（令和 4年 3月 14 日発の警察庁丁運発第 6 8 号）によれば、 「認知症（法

第 90 条第１項第１号の２及び法第 103 条第１項第１号の２関係）に基づき、アルツハ

イマー型認知症、血管性認知症、前頭側頭型認知症（ピック病）及びレビー小体型認知

症については拒否又は取消しとする」と規定されています。このように診断（各疾患の

病名）のみに基づいて免許の拒否又は取消しを求めることは、認知症の人の共生社会を

目指す認知症基本法の趣旨を著しく損ない、その偏見 差差別を助長し、大きな人権侵害

をもたらすと考えます。 

現行の道路交通法 （令和五年法律第 63 号第九十条）では、精神病、てんかん、失神、

低血糖症、そう鬱病、睡眠障害等、他の病気については、政令（道路交通法施行令の一

部を改正する政令（令和五年政令第五十四号））による付記があり、 「自動車等の安全な

運転に必要な認知、予測、判断又は操作のいずれかに係る能力を欠くこととなるおそれ

がある症状を呈しないものを除く。」と記載されています。しかし、認知症に関しては

このような政令の規定がなく、診断（病名）のみが拒否又は取消しの要件となっていま

す。精神疾患全般について、特定の診断（病名）に基づいて運転免許の制限を加えるべ

きではありませんが、認知症においては特に厳しい不当な扱いとなっています。実際に、

75 歳以上の高齢者の運転免許更新時の認知機能検査で「認知症の疑い」があった場合、

医師の診断書に求められているものは認知症か否かの診断であり、認知症と診断されれ

ば、とりもなおさず運転免許更新の拒否又は取消しとなります。もちろん認知症の人の

多くが運転不適であることは当然ですが、たとえ医学的に認知症の診断（病名）がつい

ても、軽度の認知症の場合、運転継続可能な事例もあると考えます。実際に、認知機能

検査で「認知症の疑い」となった人のうち、認知症の診断を受けた人は 1/4 程度に過ぎ



ず、特に地方では医学的に認知症の診断（病名）を受けていても運転を継続している人

が少なくないと推測します。これらの点については、運転免許行政の運用を実臨床と乖

離のない内容にすべきと考えます。 

具体的な対応策として、あくまでも運転免許の更新ですので、認知症に関しても、他

の病気と同様に、政令により安全運転に関わる認知、予測、判断又は操作といった能力

規定を盛り込むことが妥当であると考えます。道路交通法では、認知症を介護保険法（平

成九年法律第百二十三号）第五条の二第一項に規定するものとしていますが、もとより

医療差介護の場面での問題と自動車運転の問題は次元が違います。また、介護保険法に

規定する認知症と医学的な意味での認知症全般とは同一ではありません。さらに、もし

介護保険法に準じるとしても、要介護のどの段階から運転免許更新の拒否又は取消しと

なるのかも示されていません。 

以上より、認知症関連 6 学会は認知症の人の免許に関して以下の提言をいたします。 

 

１．道路交通法第九十条一の二における認知症については、介護保険法で規定するので

はなく、他疾患と同様に「政令で定めるもの」とする。すなわち、「一の二 認知

機能が低下した状態であって、政令で定めるもの」とする。 

２．政令 第三十三条の二の三においては、「認知症（自動車等の安全な運転に必要な

認知、予測、判断又は操作のいずれかに係る能力を欠くこととなるおそれがある症

状を呈しないものを除く。）とする。」を追記する。 

３．免許更新時の認知機能検査において「認知症の疑い」となった事例について、個々

の免許の可否は医師の診断書だけで画一的に処理するべきではない。免許更新の拒

否又は取消しの判断は自動車教習所での実車評価などを踏まえ、都道府県の運転免

許センターが行う。医師が診察と検査の結果で行えるのはあくまでも安全運転に必

要な認知、予測、判断又は操作に係る能力についての助言であり、運転の可否を判

断するためには警察庁の監督の下で実車評価などを進めるべきである。 

４．３．については簡便、短時間、安価であるとともに、実効性のある仕組み作りの見

直しが急務であり、調整会議差有識者会議等で早急に議論することが望ましい。 

５．３．については将来的には運転免許更新者の自己負担ないし自動車保険による負担

で実車評価などを行う方法も考えられる。 
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